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　サナエノミクスは、国内経済の供給力向上を最優先とすることで、行き過
ぎた円安・インフレを抑制することを指向します。日本はバブル崩壊後、金融
緩和の遅れや不良債権問題の長期化により、企業が設備投資よりも借金返
済を優先した結果、国内投資が停滞しました。その後もグローバル化の進展
による海外投資の拡大、長期的な円高、電力コスト上昇などが重なり、国内
産業の競争力低下が進みました。しかし、コロナ禍やロシアのウクライナ侵
攻を機に、海外依存のリスクが浮き彫りとなり、国内で安定的に物やサービ
スを供給できる体制の重要性が高まっています。
　その鍵となるのが設備投資の拡大供給です。日本の設備は先進国の中で
も老朽化が進んでおり、更新によって生産性向上が期待できます。また、働
きたい人が能力を発揮しやすい環境づくりも進めていく方針です。具体的に
は、設備投資の即時償却制度や複数年度予算の導入によって、企業が将来を
見通して投資しやすい環境を整備します。さらに、AI・半導体、エネルギー、経
済安全保障、防衛、研究開発、人材育成などの重点分野に投資を促し、2040
年までに官民合わせて370兆円超の投資を目指しています。
　一方で、財政規律も重視しています。単なる財政拡大ではなく、成長や安
全保障に必要な分野へ重点的に資金を配分する「責任ある積極財政」を掲
げています。財政運営の目標も、プライマリーバランス黒字化から、国際標準
である債務残高対GDP比の安定的な引き下げへと転換し、持続的な成長と
財政健全性の両立を目指しています。これがサナエノミクスの基本的な考え
方です。
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サナエノミクスの基本姿勢：国内経済の供給力向上による投資活性化

財政のKPIは、国際標準である債務残高対GDP比
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